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リニア市民ネット・大阪 

「リニア中央新幹線事業の誘致·広報活動の停止等を求める要請書」 

 

貴職におかれましては日頃より大阪府市民の生活向上、福祉の充実に向けて努力されている事、敬意を表します。 

さて、現在大阪ではスーパーメガリージョン構想を前提とした都市計画が始動しています。延伸が予定される北陸新

幹線、そして２０３７年全線開業を目指すリニア中央新幹線が乗り入れる新大阪駅を「地方創生回廊中央駅」とし、周辺

を「都市再生緊急整備地域」とする大規模な再開発事業です。しかしリニア中央新幹線は、当初より環境への影響·経済

効果·安全性・計画決定に至る過程等のあらゆる側面から見て、多くの問題点がある事が識者からも指摘されて来ました。

国土交通省による事業認可に瑕疵があるとし、取り消しを求めて沿線住民が提訴した「ストップリニア!訴訟」も２０１６年

より東京地裁にて行われています。 

昨年 11月中国·武漢市において発生した COVID-19（新型コロナウイルス)は感染拡大を続け、ついに本年４月の緊急

事態宣言へと至りました。その深刻な社会的影響は宣言が解除されたこれから後も一層広がる事が予想されます。イン

バウンドの急激な減少により、観光·宿泊·飲食業はもとより、鉄道輸送を初めとする運輸業もＧＷ中には新幹線が乗車率

0～10%にまで下落する等の打撃を受けました。収益の大幅な減少が続く JR東海の経営にも暗雲が漂い、リニア中央新

幹線の建設·運営主体としての今後の事業遂行能力について懸念が持たれます。今度のパンデミックで明らかになった

のは、グローバリゼーションの影響下にある社会の脆弱さと欠陥であり、すべての人々に及んだ苦しい体験を経た後に

は、これまでの制度設計の見直しと改変が求められる事は避けられません。 

このように差し迫った現在の状況下、総工費１０兆円という莫大な予算を要し、難工事と沿線住民の反対により、予定

通りの開業はもはや到底不可能なリニア中央新幹線建設事業に至っては、その必要性が今一度根本的に問われなくて

はなりません。 自粛要請下、却ってテレワーク活用等による働き方の改革が一層進められる傾向にあり、高速鉄道に

よる移動すらも不要となるポストコロナ時代の展望と可能性が語られ始めています。この先も人口減少が確実視され、

少子高齢化が加速する中、7千万の人口を擁するというスーパーメガリージョン構想は実現不可能な空論というより他な

く、国土計画として大きな問題があります。地方創生を掲げながら人口のほぼすべて、またはそれ以上を都市圏に集中

させようというのは矛盾であり、この度のような感染症が発生した場合にもリスクが大きくなります。 

 以上述べた通りの情勢を踏まえて、次の事を要請します。 

 

記 

【要請事項】 

① 「リニア中央新幹線早期全線開業実現協議会」を退会し、不要不急のリニア中央新幹線建設事業の大阪府市への

誘致·広報活動を停止する事。 

② 新大阪駅地下に予定されるリニア中央新幹線ホーム設置を取り止め、周辺の再開発事業計画を見直す事。  

③ 上記の関連予算を、今も感染者が増加し続け、第 2波の到来が予測されるコロナと、地球規模で進行する自然破

壊・気候危機の影響による新たな感染症の発生に備えての医療体制の拡充整備、そしてコロナによって解雇·失業·

休業の苦境を強いられている人々への補償に当てる事。 

④ JR東海に対して、財政投融資金 3兆円を返上し、前項③で述べたようなコロナ対策費用に当てるよう求める事。 

 

これらの要請項目に対し、なるべく速やかに文書による、通り一遍でない誠実な回答を要求します。  


